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環境にやさしい米づくりの実践

～日本一安心安全な産地を目指して～



【位置】 新潟市の西方４５km（本土との最短距離；３２㎞）

【総面積】 ８５５k㎡(東京２３区の１．５倍、淡路島の１．５倍)

【地形】 島の北部；１，０００m級の大佐渡山地

南部；小佐渡山地

中央部；国仲平野、４，０００haの穀倉地帯

【気候】 海洋性気候

・対馬暖流のおかげで新潟でありながら意外と温暖

・積雪量も県内で最も少ない。

【伝統芸能】鬼太鼓、能

【主な農産物】

米、おけさ柿（平核無）、ル レクチエ（洋ナシ）

みかん、繁殖和牛、酪農・乳製品etc.

１．佐渡の概要

・ 新潟市



２．佐渡で生産している農畜産物（少量多品目）



３．佐渡米の概要
主な米の作付地域

佐渡の面積：８５５ｋ㎡
①北 部：～１，１７２ｍの山地（俗称 大佐渡山地）
②南 部：～６４５ｍの丘陵地（俗称 小佐渡山地）
③中央部：平野部、有史より佐渡の稲作りが行われ

ていた地域（俗称 国仲平野）
人口：４９，９４７人（２０２３年３月末現在）

米生産者：２，４０５人（２０２３年６月）
朱鷺と暮らす郷米生産者：３３１人
※全体の約１４％が認証米農家
トキの生息数：５４５羽（推定）

①佐渡の中央：平野部の圃場
佐渡の中央部に位置する穀倉

地帯。約4,000haの水田に水
稲が作付けされています。

②海岸地の圃場
海岸地の圃場は主に、海岸沿いから
標高３００ｍ位までの間で棚田を形成
しています。いずれの圃場も風通しが
良く、海からのミネラルたっぷりな風
を浴びて稲は健康に育ちます。

③中山間地の圃場
島の北部と南部には、

標高500～1,000mの
山々が広がっています。
こうした山地でも棚田な
どを利用して水稲が作付
けされています。



•平成１６年８月２０日未明に台風１５号が
佐渡沖を通過。

•ほとんど降雨はなく塩分を含んだ強風が
長時間に渡り吹きつづける。

•８月３１日に台風１６号 ９月８日に台風１
８号が佐渡沖を通過し被害を更に助長さ
せた。

（１）きっかけ

４．環境にやさしい米づくりへの転換



乳熟期に塩分を含んだ強風にさらされ白穂となり大
幅に収量が減る。

出穂期 ８月７日 １０ａ当たり収量２７１ｋｇ

6,000㌧集荷量減、1等米比率17％

ＪＡカントリーエレベーターのサイロ上段から見た被
害状況



•平成１７年産米 １等米６５％、集荷量は平年並み

•平成１７年産米 政府米として5,000㌧売却

•平成１８年産米 政府米として2,600㌧売却

•平成１９年産米 政府米として5,100㌧売却

•政府米への売却に伴い、平成２０年産以降７％以
上転作率が増えた。

陳列棚から佐渡米が消えた

４．環境にやさしい米づくりへの転換

（１）きっかけ



（２）農家の声

平成１８年当時、島内においても一部の地域で、

５割減減などの取り組みは積極的に行われていた。

☛佐渡ヶ島として、環境にやさしい農業の取り組みが

必要ではないか。他産地との差別化、新たなブラン

ド化が必要ではないか。

☛点の取り組みを面にするのがＪＡの役割りではないか。

４．環境にやさしい米づくりへの転換



•平成１８年８月、佐渡米生産者大会を開催し環
境にやさしい佐渡米づくり」に取り組むことを決
議された。

•「環境にやさしい佐渡米づくり」集落説明会を
実施した。平成１８年８月～秋まで実施

ＪＡ 夏の座談会

４．環境にやさしい米づくりへの転換

（３）環境にやさしい米づくり決議



•減農薬、減化学肥料栽培とは？
•３割減減とは？ ５割減減とは？
•肥料減らして米は育つのか？
•肥料、農薬が売れなくなってＪＡの経営は大丈夫？

お薦め資材として、生育ステージごとに使用する
資材を明確にし統一化を図る

☛農家にとってわかりやすい
☛ガイドライン表示による有利販売

４．環境にやさしい米づくりへの転換

（４）農家の様々な疑問



４．環境にやさしい米づくりへの転換

平成１９年産から３割減農薬・減化学肥料栽培

の１００％普及をめざす。

平成２０年産米からコシヒカリは３割減減栽

培をＪＡ米要件とした。

（朱鷺の１次放鳥）

更に、平成２４産米からコシヒカリは５割減

減栽培をＪＡ米要件とした。

※佐渡一円５割以上の減農薬・減化学肥料栽培の島



• 佐渡で栽培されたお米であること

• 生きものを育む農法により栽培されたお米であること

• 生きもの調査を年２回実施していること（６月・８月）

• 農薬・化学肥料を減らして（地域慣行比５割以上の削減）栽培されたお米であること

• 水田畦畔等に除草剤を散布していない水田で栽培されたお米であること

（H29追加）

認証米となる要件

生きものを育む農法

• 江（深み）の設置
• ふゆみずたんぼ（冬期湛水）
• 魚道の設置
• ビオトープの設置
• 無農薬無化学肥料栽培

（H29追加）

４．環境にやさしい米づくりへの転換
（４）佐渡市認証米朱鷺と暮らす郷づくり認証制度



江(深み)の設置

ビオトープの設置ふゆみずたんぼ

魚道の設置

「生きものを
育む農法」
を農業技術へ

生態系
の再生

４．環境にやさしい米づくりへの転換

生きものを育む農法とは

（５）佐渡市認証米朱鷺と暮らす郷づくり認証制度



４．環境にやさしい米づくりへの転換
（５）佐渡市認証米朱鷺と暮らす郷づくり認証制度

佐渡市認証米がスタートした頃より、島内の小中学校で提供されているお米
は佐渡産コシヒカリ「朱鷺と暮らす郷」です。このお米を導入経費は佐渡市と
JA佐渡（生産者からの拠出金）で賄われています。行政と生産者とJA佐渡が
次の世代となる子供たちに向けた食育活動を実施しています。



４．環境にやさしい米づくりへの転換
（６）ＪＡ佐渡米の要件

①ＪＡと出荷契約を締結した生産者が生産し、ＪＡ及び全農に売渡委託等を行

った米穀。

②種苗法等に基づき生産された種子により、１００％種子更新された米穀。

③２等以上に格付けされた米穀。

④栽培履歴記帳が確認された米穀。

⑤農産物検査時の水分値が１５．５％以下の米穀。

⑥コシヒカリＢＬについては５割以上の減減栽培がされ、

タンパク含有率６．５％以下（玄米水分１５％換算）の

米穀。

⑦ネオニコチノイド系農薬を使用せず栽培された米穀。

※⑥と⑦についてはＪＡ佐渡の独自要件となります。



（７）ネオニコチノイド系農薬について
【 ～平成２２年頃】

国内外でミツバチの大量死や大量失踪の報告

【平成２３年】

水稲推奨薬剤の見直し検討 ラジコンヘリの広域一斉防除薬剤の変更についても
関係機関と協議し切り替えで方針策定

【平成２４年】

水稲に対するラジコンヘリによる広域一斉防除薬剤からネオニコ剤を外す

２４年産から水稲資材注文書の推奨資材からネオニコ剤を外す

【平成２５年～２６年】

ネオニコチノイド系農薬の使用を控えるように農家へアナウンス

【平成２７年】

ＪＡとしてこの成分が含まれる水稲用農薬の取扱中止

【平成３０年】

ネオニコチノイド系農薬の不使用を「ＪＡ佐渡米要件」とした

【令和３年】

おけさ柿の防除暦からネオニコ剤を外す

４．環境にやさしい米づくりへの転換



（１）自然栽培米への挑戦
５．究極の生物多様性農業への挑戦

２０１７年に、JA佐渡としては究極の生物多様性農業である自然栽培米に取
り組むことを決意し、「JA佐渡 自然栽培研究会」を設置しました。佐渡では
数年前から酒米の品種「越淡麗」で自然栽培米に取り組み、島内の酒蔵で販売
されてきました。２０１３年３月に、奇跡のリンゴで有名な木村秋則氏が佐渡
で開催した「自然栽培と生物多様性」の講演をきっかけに、自然栽培米の取り
組みが島内に広がりました。



（２）自然栽培米への挑戦
５．究極の生物多様性農業への挑戦

【食味】 佐渡産コシヒカリ「自然栽培米」はすっきりとした香りと軟らか
すぎないお米一粒一粒の食感は、心地良い味わいの余韻となり飽きがきません。

【栽培方法】
自然栽培米はイネ本来の力を最大限に引き出すため、農薬は一切使用せず、肥

料においても育苗時の有機質添加のみとし、田んぼの中には有機肥料や堆肥さえ
も施用しません。その代わりに、田植え以降７～１０日に一度は必ず中耕除草機
を用いて表層の土をすき込み、光合成細菌由来の窒素や水棲植物・生きものから
養分を分けてもらいます。太陽の恵み・自然の循環と生産者の惜しみない努力・
情熱によって育まれたお米です。

➡中耕起除草機（カルチ）等の作業
はこちらの動画をご覧ください。



（３）トキの生息の増加

６．環境保全型農業の成果

トキの佐渡島内の分布・生息域
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６．環境保全型農業の成果
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６．環境保全型農業の成果



６．水田面積の維持に向けて
～担い手確保～

•地域に入って将来ビジョンの策定

•組織化・法人化の支援

•ＪＡ出資法人による農地の受け皿

•Ｉターンの募集

•新規就農者の育成支援
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農業ビジョン 

      
 
 
 
 
     ◎「人とトキの共生する島」をめざす農業 

      ・地域と一体でつくる、生きものを育む農法による生物多様性の島 

      ・恵まれた自然を生かした、日本一安心で高品質な農畜産物 

     ◎多様な担い手の育成による活力ある農業 

      ・地域農業の中核となる担い手経営体の育成・確保 

      ・複合営農の推進と定年就農者や女性など、多様な担い手への支援 

     ◎生産者と消費者が共感できる農業 

      ・消費者と生産者の交流で築く相互理解 

      ・地産地消、食農教育による豊かな食文化の再生 

日本一安心・安全でおいしい 

      農産物の島「佐渡」の実現を 

 



韓国の無償給食はなぜ

実現できることになったのか？

報告者：姜 乃榮(カン ネヨン）
報告日：2023年11月18日



韓国の給食＝
小さな民主主義の決定版

：親環境無償給食



最初の学校給食：イギリス(1870年)

チャーチル：‘我々ができる一番安全な投資は、

子どもたちに牛乳を飲ましてもらうことだ’

1970年サッチャー：牛乳泥棒

2012年 マーサペイン2013年 ジェイミー・オリヴァー
学校給食革命



最近BBC放送：世界の学校給食紹介シリーズ

ーイギリスの学生が直接に韓国にきて給食体験する内容で

韓国給食が世界で一番健康な給食として紹介



親環境無償給食
健康と環境、生態的な関係を最優先的に考慮し、
すべての食材の危害可能性について事前予防の
原則を適用して、生産・加工・流通過程が生態的・
持続可能で安全になる給食を実現する親環境給食
に必要とする経費すべてを、国または自治体が負担
すること
(ソウル市親環境無償給食条例の定義)



1．人間が生きる理由＝幸せになるため
ー親：子どもの健康

2．憲法＝幸福追求権、義務教育の無償

3．国家の義務
ー憲法の実践
ー無償給食は義務教育の一部

不義が法に

なると抵抗は

義務になる

国家は人のためつくられ、

人が国家のためつくられてない

アインシュタイン

根拠

特に、無償給食の親環境給食
ー子どもたちの学習権、健康権、幸福追求権の保障
ーユニセフ児童人権：生存、保護、発達、参加権の保障



出典：イ・ビンパ報告資料引用

親環境無償給食

学校給食は教育!!

ヴィ―ガン給食の選択権保障

※ 無償給食≠無料給食=欠食支援

学校給食法 大韓民国憲法

教育基本法

放射線ゼロ学校給食

non-GMO  学校給食

ローカルフード学校給食
(⇒在来種農産物使用)

地方自治法

地域自治法規(条例)

義務教育は無償

ソウル市教育庁の5無給食（残留農薬・放射能・抗生剤・化学合成添加物・GMOのない給食



無償給食の歴史(2001年~2022年)

2002 2003 2006 2010 2017 2018 2019

学校給食法の改正と
条例制定のための
国民運動本部出帆

学校給食 全国
ネットワーク
出帆

学校給食法
全面改正

ソウルの小学校
無償給食実施

ソウル城北区 
小学校無償給食実施

ソウル城北区 
中学校無償給食実施

ソウル城北区 
小学校果物
無償給食実施

全国高校
無償給食実施

201320122011

蝋燭革命            

文ゼイン政権出帆

韓米FTA
BSE問題運動

2007

住民発議条例運動

慶南居昌郡
   小学校無償給食

20092008

慶南教育庁
無償給食実施

京畿道果川市
小学校無償給食実施

2001 2022

幼稚園
無償給食実施自 治 体 給 食 条 例 

無 償 給 食 含 ん だ
公共給食として改正

ebinpa@naver.com

廬武鉉政権出帆

無償給食
大統領選挙
公約 子どもたちに健康を！我ら農業に希望を‼

京畿教育庁
無償給食実施

出典：イ・ビンパ報告資料引用



学校給食全国ネットワーク

＊きっかけ：学校の民主化運動と農民運動が出会い、本格化した学校給食運動

＊学校の民主化運動：1998年学校運営委員会を正常化するための活動
ー2002年4月27日「学校給食全国ネットワーク準備委員会」結成

＊農民運動： 「私たちの米を守る農業回生連帯100人100日リレー」というキャンペーン
ー学校給食に地域産の農産物の使用原則の制度化運動

＊2002年7月19日：民主労働党主催(学校給食法を改正するための討論会）
ー農協調査部、給食ネット準備委員会、全国教職員労働組合、真の教育学父母会、農業回生連帯など参加
全国レベルのネットワークの発足



学校給食の質の改善要求–原則と哲学を持った学生中心の教育として学校給食

親環境給食の国家支援

•食中毒発生=低質・輸入食品

使用の低価政策-原産地不信

•校長専横や各種不正問題

•教育的価値/哲学なし

学校給食問題 政策要求

▪良質の学校給食に転換

▪徹底的管理、参加管理拡大

▪検査/モニタリング/教育-自治

▪共同購入-直取引-支援要求

学校現場

▪教育-農業の国家責任要求

▪開放化/地方化政策に合致する

教育主権確立、食料安保、地域

農業発展=住民生活の質変化

社会変化

学校給食に関する認識と要求

安全な我が農産物食材規定と直営/無償拡大条例制定/法改正運動

•食品安全

•透明な運営管理の責任強化

•生産計画-受給安定体制化

•教育課程連携

•公的機能付与-公共性確保

生命公共財として我が農業保護拡充(学校→軍隊→病院→企業)

⇒ 地域循環農業⇒公教育正常化⇒生命中心の持続可能な未来希望
@ebinpa 出典：イ・ビンパ報告資料引用



社会アゼンダー
政治アイコン

実践市政
ガバナンス

福祉-健康
持続可能
社会基盤

教育基本権
児童人権

公教育
正常化

ebinpa@naver.com

学生中心の教育、食の公共性の確保
持続可能な社会への方向性の提示

児童親和都市

学校給食問題解消と食糧主権確立
安全な給食材料の生産と供給方向の提示
(ローカルフードシステム)
地域循環型経済〮地域農業発展〮競争力強化
農産物(食品)流通構造改革
食育教育(食生活教育支援法制定) 食料主権 循環農業

フードプラン
(企画生産、ケア、分かち合い)

地域社会共同体

地方自治分権
地方均衡発展

親環境 無償 給食

出典：イ・ビンパ報告資料引用



2021学年度学校級別給食現況
’22. 2. 28. 基準

区分
学校数 学生数(千名) 運営形態

全体 給食 全体 給食 直営(％) 委託(％)

小学校

中学校

高校

特殊
学校

合計



出典：ソウル市親環境無償給食の社会的・環境的効果分析(韓国有機農業学会誌v.26 no.3 , 2018년, pp.351 – 367)

ソウル市の親環境無償給食の効果(2011～2017)

１．経済的効果

＊無償給食の予算投入による産業分野別
ー生産誘発効果：3兆2964億ウォン
ー付加価値誘発効果：1兆3758億ウォン
ー就業誘発効果：年平均1万9800名
ー雇用誘発効果：年平均7千名
特に、他地域の経済に影響(3600億の生産誘発効果、1060億ウォン付加価値誘発効果）
ー親環境献立：給食品質の向上、輸入農産物の比重減少(農産物70.5%、加工食品59.7%減少)
ー農家収入：13.3％増加

２．社会的効果

ー農村体験活動や食生活教育の拡大：保護者や学生の都農交流に関心度向上正しい食習慣の確立に影響
ー新環境流通センターの運営：給食納品業者の専門性や効率性の向上や食材の安全性・品質向上・安定的
な供給体系の確立
ー学生の健康増進に寄与： 学生73.6%、保護者68.8%、栄養(教)士75.8%
ー炭素排出量の1万トン以上減少



結論



韓国の無償給食はなぜ実現できることになったのか？

１．主体：市民

ー権利としての認識：憲法
ー行動：条例づくり運動
ー代案づくり

２．原則：ネットワーク(連帯)

ー教育運動グループ(保護者、教師、栄養士など)＋農民運動グループ＋他の分野
ー政治の役割
ー共通の目標

3．方法：諦めない・断たれない・広げる代案づくり
ー段階別アクセス：親環境(低農薬・無農薬・オーガニック)、無償給食の段階別実施
ー法改正から条例づくりに転換
ー拡大：学校給食から公共給食も、ローカルフードシステム、食育、地域循環経済など
ー効果の測定



パタゴニア日本支社

パタゴニア
プロビジョンズ

ディレクター

近藤勝宏







There is no business to be 

done on a dead planet. 

死んだ地球からは、ビジネスは生まれない

David Brower



最高の製品を作り、
環境に与える不必要な悪影響を最小限に抑える。

そして、ビジネスを手段として環境危機に警鐘を鳴らし、解決に向けて実行する。



In autumn 1994, we 

made the decision to 

convert our cotton 

products to 100% 

organic by 1996. 

1994年の秋、1996年までにすべ

てのコットン製品をオーガニック

コットンに変更することを決定。



二酸化炭素の排出量を削減する。

より多くの二酸化炭素を地球の資源に戻すことを目指す。



We’re in business 

to save our home planet.

私たちは、故郷である地球を救うためにビジネスを営む
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All of us need to keep addressing any problem 

we are facing  by continuing to ask question after 

question until we’re confident we’ve got past the 

symptom of a problem and that we’re really 

discussing the cause of a problem.

問題の症状を超え、
問題の原因について話せていると確信が持てるまで
何度でも問い続けるべきだ

-イヴォン・シュイナード



地球が私たちの唯一の株主



リジェネラティブ・オーガニック
農業を問題から解決策に変える



社会的公平性動物福祉土壌の健康

• 土壌有機物の蓄積

• 保全耕起

• 被覆作物

• 輪作

• 遺伝子組換えやゲノム編集

の不使用

• 無土壌システムの不使用

• 化学合成物質の不使用

• 生物多様性の促進

• 輪換放牧

• 不快からの自由

• 恐怖や抑圧からの自由

• 飢えからの自由

• 痛み・傷害・病気からの自由

• 正常な行動を表現する自由

• グラスフェッド/放牧飼育

• 輸送の制限

• 高密度家畜飼養経営の禁止

• 適切な畜舎の設置

• 農家に対する公正な支払い

• 良好な労働環境

• 生活賃金

• キャパシティビルディング

• 結社の自由

• 民主的な組織づくり

• 長期的なコミットメント

• 強制労働の禁止

• 透明性と説明責任









日本：RO農業を伝える＋消費者を育てる。：今回のカン
ファレンスもその一部。





弊社の国内における「RO認証取得に向けた協同」の取り組み：４件

有機畑作：ダイズ・ムギ

千葉県 匝瑳市

Three little birds合同会社

北海道 上富良野町

トカプチ株式会社

兵庫県 豊岡市

坪口農事未来研究所

福島県 郡山市

仁井田本家

ワイン用有機ブドウ 日本酒用有機酒米 有機稲作

不耕起栽培 不耕起・草生栽培

バイオダイナミック農法

自然栽培（谷戸） コウノトリ育む農法

より環境に良い水田（群）管理について調査中

（生物多様性／GHG排出削減／水域保全など）

2023年11月現在

RO水田の探究：共同研究対象
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自然を育む日本酒

里山、湧水、田んぼを守る酒づくりとは







生物多様性、有機農業や食の変革に関わる

非営利組織の皆さまのご応募をお待ちしております。

地球を守るために活動する草の根グループへの支援

1985年以降、世界で約375億円、毎年1,000を超える団体に助成



生物多様性、有機農業や食の変革に関する助成例

民間稲作研究所

2018年「循環型有機農業の栽培マニュアル及び映像の制作」

ラムサール・ネットワーク日本

2019年「湿地のグリーンウェーブ2020」

創地農業21
2022年「グラスファーミングスクール」

こどもと農がつながる給食だんだん（CPP Japan）
2022年「給食に有機農作物を取り入れるための人材育成」

ナチュラルスクールランチアクション
2023年「参加型認証・PGS事業」



年2回の募集

次回募集〆切：2024年1月8日（月・祝）
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